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評者も執筆メンバーの一人である本書は、

農林中央金庫の寄附講義として開設された

一橋大学大学院経済学研究科「自然資源経

済論プロジェクト」（代表：寺西俊一特任教

授）の研究成果であり、2018年10月に出版

された『農家が消える―自然資源経済論

からの提言―』（みすず書房）の姉妹本とし

て位置づけられるものである。『農家が消え

る』では、農業・農山村に焦点を当てなが

ら日本社会の危機を描き出し、解決に向け

た制度・政策を提言しているが、本書は、

農業・農山村の衰退という点で同じ課題を

抱えるオーストリアの自治体を事例に、生

きる価値のあるまちづくりを実現する政策

を明らかにしたものである。各種資料や統

計に加え、 5回の現地調査に基づいた成果

で、本書に掲載の写真は72点に及ぶ。

一般にオーストリアといえば、ウィーン

やアルプス地域などの観光地、再生可能エ

ネルギー先進地、林業先進地、芸術・文化

の発信地といった側面を日本で紹介される

ことが多い。そうしたなかで本書は、オー

ストリアの農業・農山村に焦点を当てた点

で稀有な存在である。また、著者らの通訳

兼調査コーディネーターであるモニカ氏と

の座談会の記録を 1つの章（第 6章）にまと

めていることも、他の類書にみられない特

徴である。この章の存在により、生活観を

ふまえたオーストリアの農業・農山村の実

態が理解できる。

地域間比較は、常に地理的条件や社会・

文化・歴史の相違と向き合う必要がある。

これに対し、本書は、口絵にカラーの地図、

巻末補録に両国の各種データと解説文を配

し、オーストリアと日本の地理的条件を比

較できるよう工夫している。さらに、第 1

章ではオーストリアの歴史や文化などにも

触れている。

日本とオーストリアは、経済的・地理的

な共通点がみられる一方、農業・農山村で

も似た課題を抱えており、比較する意義が

あることを本書は示唆している。具体的に

は、先進国レベルの経済水準、農林水産業

の名目GDP比が 1％程度、東京都市圏、ウ

ィーン都市圏に全人口の 4分の 1が集中、

山岳地域が多い、そして、農家も農地も継

続して減少、などが挙げられる。

一方で、オーストリアのゲマインデ（基

礎自治体）は、面積、人口ともに小規模で日

本と異なる。同国の国土面積は、日本の 5

分の 1で北海道に匹敵し、人口は、日本の

約 7％で大阪府と同程度であるが、ゲマイ

ンデは2,098と、1,741ある日本の基礎自治体

よりも多い。度重なる合併推進を経験した

日本の目からみれば、非効率的とも受け取

れるオーストリアの自治であるが、この規

模であっても、農業・農山村が抱える課題

を解決につなげている事例を本書はいくつ

も紹介している。

本書が学ぶべきとした内容は、次の 3点

にまとめられる。 1点目は、人口や面積が

小規模な自治体でも存立可能な行政運営や

コミュニティ活動を支持する制度、補助金
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や直接支払の執行は可能であるという点で

ある。本書の第 2～ 5章で取り上げている

事例ゲマインデのなかには、人口が300人に

満たないところも存在するが、ゲマインデ

の住民によるボトムアップの取組みを促す

支援が有効に機能し、地域再生を図ること

に成功している。特に、著者らが注目した

ドルフ・エアノイエルング（村の再生）とい

う政策は、第 4章で詳しく解説されている。

また、本書では、オーストリアが自治体合

併に否定的となった経緯に触れている。日

本の市町村合併では、行政効率化が実現し

ていない、あるいは地域の社会基盤が瓦解

したとの論考も散見されるが（例えば、後

藤・安田記念東京都市研究所編（2013）、佐藤

編（2013）など）、オーストリアでの経験か

らも日本は学ぶべき点があるといえる。

2点目は、EUという多国間の枠組みに組

み込まれながらも、小規模自治体や農業・

農山村を支える制度が充実している点であ

る。いずれも小規模な事例であるが、多様

な自然環境や文化、地域コミュニティに根

差した取組みであり、農山村に輝きをもた

らしている。有機農業先進国である理由も、

これらをふまえた結果であることが第 2章

から読み取れる。

3点目は、地域との関わり方を重視し、

地域の規模や住民活動に応じた再生可能エ

ネルギーの選択を主体的に実行している点

である。オーストリアの農山村では、木質

バイオマスから得られる熱エネルギーを用

いている地域熱供給があたりまえのように

普及し、かつ、太陽光や風力発電にも取り

組んで、エネルギー調達から地域再生を実

現している点が日本と異なる。装置や燃料

を安価に、そして安定的に調達できる技術・

コスト要件を満たしていることは確かだが、

日本の再生可能エネルギーへの取組みは、

技術偏重、取組主体の地元不在となりがち

であり、やはり、オーストリアの農山村か

ら学ぶべき点は多い。

もちろん、本書が扱っている内容は優良

事例であり、すべてのゲマインデで実現さ

れている取組みではない。また、オースト

リアでも日本と同様、固定価格買取制度の

もとで太陽光と風力発電が急速に広まり、

買取終了後の持続性や電源構成の偏りとい

った課題に直面していることが第 5章と第

5章補論で紹介されている。それでも、オ

ーストリアの輝く農山村は、経済効率性重

視の日本農政や地域政策、地方自治政策や

私たち一人ひとりに農業・農山村や再生可

能エネルギーのあり方について再考を迫る

事実を突き付けている。

18年夏ごろから、日本では「圏域」単位

での広域行政実現に向けた議論が活発化し

ている。本書をふまえ、日本の農業・農山

村の輝きがこれ以上奪われないような制度

であってほしいと、切に願うばかりである。
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